
地方創生事業に関する評価調書

基本目標（１） 産業力強化による雇用の維持・創出
数値目標 町内企業等による新規雇用者数　５か年で５０人

① 既存産業の経営基盤強化

■重要事業評価指標（ＫＰＩ） 農商工連携・特産品事業化数　５か年で１５件

■内　容 基幹産業（農業･観光商工業）の経営基盤強化を支援し、円滑な事業承継により雇用を

維持するほか、農商工連携や特産品開発によるローカルブランディングを推進し、

地域の稼ぐ力を向上する。

■事　業 〇商工業活性化支援、農業経営基盤強化・農業法人化促進に資する支援、など

〇農商工連携推進事業、特産品開発・販促支援事業、など

〇加工・貯蔵施設の基盤整備、など

② 昭和新山観光の活性化と波及効果の創出

■重要事業評価指標（ＫＰＩ） 昭和新山観光客入込数 年間120 万人（H26 は104 万人）

■内　容 町内で最も観光客入込数の多い昭和新山地区の集客力を向上させ、さらに地域へ

回遊させる仕組みを構築することで、地域全体の観光消費額の拡大を図る。また、

次期有珠山噴火に備えた観光地整備を推進する。

■事　業 〇昭和新山観光活性化事業（魅力向上・安全管理対策・地域への回遊促進）

③ 再生可能エネルギー活用による産業振興

■重要事業評価指標（ＫＰＩ） 地熱発電事業化件数 5 か年で1 件

■内　容 地熱発電事業や、施設農業への活用などの２次利用策について調査研究を進め、

その成果を具体化する。

■事　業 〇蟠渓地域地熱資源開発事業、利用検討事業

④ 地域に賦存した資源の活用

■重要事業評価指標（ＫＰＩ） 町全体の観光客入込数 年間200 万人（H25 は約170 万人）

■内　容 従前の観光の概念にとらわれず、新たな視点に立って町内資源を見つめ直し活用

することで、新たな観光需要を開発し、都市部との交流を促進する。

■事　業 〇洞爺湖有珠山ジオパーク推進事業

〇地域資源ブラッシュアップ事業

（北の湖記念館、森と木の里、力岩、スポーツ指導者、など）

評価の参考とする実績数値

②

①

②

④

④

④

北の湖記念館来館者数 （人）

合宿受入数（公共施設利用） （団体）

157

7,283

昭和新山観光客入込数 （千人）

道の駅農産物･加工品売上 （千円）

H26: 0

関連

①

①

Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 備考

3

0

122,544

Ｈ２７ Ｈ２８指標

農商工連携・特産品事業化数 （件）

新規農業法人設立数 （件）

外国人のべ宿泊者数 （千人）

1,593

2,383

20

町全体の観光客入込数 （千人）

H26: 3,793

H26: 23

H26: 1

H26: 110,299

H26: 1,039

H26: 147

H26: 1,763



地方創生事業に関する評価調書

平成２７年度事業実績

事業総括・今後の展開等

行政評価委員会等の意見

①

①

②

（事業内容・実績）
関連

創業・中小企業経営基盤強化支援事業 商工観光課 3,643 3,643

　中小企業活性化助成（経営基盤強化等に必要な経費の1/2以内を助成）を交付（３社/3,643千円/店舗改修等）

所管課 事業費 うち交付金事業名

火山防災機能を併せ持つ観光地づくり事業 商工観光課 4,860 4,860

　昭和新山観光活性化の方策の検討の前段で行った基礎調査(土地･建物等の権利･概算費、先進事例調査等）

農商工連携推進事業（特産品開発含む） 商工観光課 9,206 9,206

　特産品開発助成（２事業者/1,000千円）、農商工連携事業支援補助（１事業体/2,000千円）、

　グルメマルシェ事業補助（10月１回開催/715千円）、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ謝礼（延べ6人/280千円）、

　道の駅特産品PR用冷凍庫１台購入（519千円）、特産品保管用冷凍庫１台購入･付帯工事（4,693千円）

④
　道の駅２階火山防災学び館展示備品（衛星画像シート・立体地図ほか）購入（1,947千円）、

観光コンテンツの情報発信力強化、食の資源活用商品化 総務課 10,619 10,619

　北の湖記念館の展示リニューアル等に向けたプラン検討（3,780千円）、有珠山噴火写真集作成（4,893千円）、

【個別の施策に対する意見】　○農商工連携事業は、奥洞爺事業開始から7年経過し、うまく回り始めている。
シードルの販売も順調に推移。値段が高くてもその地域にしかない良い物は売れることを実証している。
【施策全般に対する意見（共通記載）】　○総合戦略は25-35年後を見据えた超長期戦略であり、必ずしも現
状の個々の数値に拘らず、総合的な評価が望ましい。現段階では、５年後の到達目標にたどり着けそうかどう
かの感触の評価に重きを置くことになるが、全体の流れとしては良い方向に向かっていると評価する。行政と
民間がうまく連携するきっかけとして交付金を活用し、地方創生を担う人材育成につなげていくことを今後も
期待したい。

○創業・中小企業経営基盤強化支援事業　中小企業経営基盤強化の支援については、　H22～24、H26～28と計６年
間、商工業化活性化補助金として、商工業者の経営安定化に資する補助制度を運用し一定の成果をあげてきた。今後
はこの実績を総括・検証し、支援策のあり方を検討したい。
○農商工連携推進事業（特産品開発含む）　農商工連携のモデル事業ともいうべき特産品開発の成果が出ている。こ
れをモデルケースとして新たなチャレンジを喚起し、次期商品等の事業化に結びつけていく。道の駅農産物･加工品売
上については、H27は農産物の生育状況や休日の好天等の好条件が重なり、過去最高の売上を記録したが、H28は天
候不良による出荷量の減や客足の減がひびき苦戦している。今後は気候条件に左右されない加工品の販売や計画
的・戦略的な品揃えを考えていく。
○火山防災機能を併せ持つ観光地づくり事業　近年のインバウンドの入り込み増の要因から大幅に増えている。中国な
どの経済状況や円高傾向により減速する可能性が出てきているが、地区の活性化に向けた検討もはじまり、「おもてな
し」度向上により来客増を維持していきたい。また、現在、昭和新山自治会を中心に将来的な活性化に向けた取組の検
討を継続して行っている。なお、町全体の観光客入込数も増加しており、今後は個人旅行にシフトしつつあるインバウン
ドの動向や、旧来の国内観光客のニーズを把握しながら、東アジアの情勢や景気に左右されない安定的な入り込みを
確保する。
○観光コンテンツの情報発信力強化、食の資源活用商品化　北の湖記念館来館者数は前年度実績より増加している
が北の湖親方の逝去に伴い増加したものと考える。今後は、H27に実施したリニューアルプランを検討し来館者数の増
加を確保したい。合宿受入数は前年度と同程度となっているが、H28にスポーツに不向きであった施設を再整備するこ
とから、今後はスポーツ等の合宿受入も可能となり、ＰＲ等を行い受入数の増加を図りたい。



地方創生事業に関する評価調書

基本目標（２） 子育て支援と人材育成・誘致
　数値目標 合計特殊出生率　１．４０ （H20-24は1.29）

① 結婚・妊娠・出産・育児への切れ目ない支援

■重要事業評価指標（ＫＰＩ） 子どもを産み育てやすい環境だと感じる子育て世代の住民の割合 70％

■内　容 子育て支援制度の充実や良質な住環境の供給により、安心して子どもを産み育てら

れる環境を整備するとともに、特色ある教育を推進し、地域が一体となって子育て

世代と子どもの健やかな成長をサポートする。

■事　業 〇子育て世代への切れ目ない支援事業

ブックスタート、法定外予防接種助成、チャイルドシート無償貸与、

多子世帯の保育料軽減制度の拡充（同時入所要件の改正）、

子ども（中学生まで）医療費無料化、通学定期補助、など

〇良質な住環境の供給による移住・定住促進

持ち家住宅取得奨励、民間賃貸住宅建設助成、空き家の流通促進支援、

子育て応援住宅など子育て世帯に対する住環境の充実、など

〇「生きる力」を育む特色ある教育の実践

中学生フィンランド派遣事業、ＩＣＴを活用した教育環境の充実、

コミュニティ・スクール導入、など

② 地域産業の新たな担い手の確保

■重要事業評価指標（ＫＰＩ） 就農者･起業者数 5 か年で１０名

■内　容 就農支援体制の充実や起業･チャレンジしやすい環境を整備することで産業後継者

を育成・確保し、本町経済の活力を維持する。また、第３次産業人口において大き

な雇用の受け皿となっている医療・福祉分野を活用した人の流れを創出する。

■事　業 〇新規就農支援対策事業（経済的支援や住居･宿泊施設の確保、など）

〇町立高校（地域農業科）を活用した後継人材育成

〇起業・コミュニティビジネス創出に向けた総合的な創業支援

（資金・施設、など）

〇医療・福祉分野の就業者等の移住・定住促進

評価の参考とする実績数値
関連 指標 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 備考

H26: 12

① 子育て支援サービス利用者数 （件） 24,252 H26: 25,887

全体 出生数 （人） 9

H26: 0

① 住宅関連助成制度利用者数 （件） 6 H26: 2

① 空家バンク利用者（契約）数 （人） 2

H26: 0

② 新規就農者数 （人） 0 H26: 0

② 起業件数 （件） 1



地方創生事業に関する評価調書

平成２７年度事業実績

事業総括・今後の展開等

行政評価委員会等の意見

○安心した子育て環境づくり事業　そうべつ子どもセンターを核とした保育サービスの提供のほか、H25から実施してい
る中学生以下の子どもの医療費の無料化を継続した。ブックスタート事業や法定外予防接種の継続など、これまでの取
組を推進したほか、また、無償貸与用のチャイルドシートの更新整備を行うなど、安心した子育て環境づくりに取り組ん
だ。子育て環境充実のため、今後も継続して取り組む。通学定期補助についてはH26より拡充しており、今後も継続予
定。
○移住交流促進事業　住宅取得支援については利用者数は微増傾向で今後も継続したい考えである。空き家の流通
促進を目的として、H27から制度化した空家改修･整備補助は、浸透不足から利用件数が伸び悩んだが、H28はすでに
３件利用決定するなど、順調に推移しつつあり、今後も周知活動に力を入れていく考えである。
○農業後継者対策事業　農家戸数の減少や農業経営者の高齢化など、担い手不足が深刻な中、新たに農業を営み、
活力ある農村社会の構築を目指す就農者に対する支援で、Ｈ27は1件の実績があった。就農の一層の推進を目指し、
今後も継続していく。
○創業・中小企業経営基盤強化支援事業　創業支援については、起業化支援制度の活用件数が１件あり成果を上げ
ているが、未だ町外からの誘致に魅力的な制度とは言えず、今後制度の拡充・改正も含め検討していく。

【個別の施策に対する意見】　○子どもの医療費無料化事業のおかげで非常に助かっている。
【施策全般に対する意見（共通記載）】　○総合戦略は25-35年後を見据えた超長期戦略であり、必ずしも現
状の個々の数値に拘らず、総合的な評価が望ましい。現段階では、５年後の到達目標にたどり着けそうかどう
かの感触の評価に重きを置くことになるが、全体の流れとしては良い方向に向かっていると評価する。行政と
民間がうまく連携するきっかけとして交付金を活用し、地方創生を担う人材育成につなげていくことを今後も
期待したい。

②

創業・中小企業経営基盤強化支援事業 商工観光課 965 965

　起業化支援助成（創業に必要な経費の1/2以内を助成）の交付（1社/965千円）

①

移住交流促進事業 企画調整課 2,524 2,524

　新築・中古住宅取得支援（4世帯/2,400千円）、空家改修・整備補助（1世帯/124千円）

所管課 事業費 うち交付金

（事業内容・実績）

②

農業後継者対策事業 経済環境課 2,000 2,000

　就農助成金（農業用施設及び機械等の取得費の一部を助成）の交付（1名/2,000千円）

関連
事業名

①

安心した子育て環境づくり事業 住福・企画 8,254 8,254

　ブックスタート（52千円）、法定外予防接種交付金（66名/248千円）、

　子どもの医療費無料化拡充（1,896件/5,708千円）、通学定期補助拡充（984千円 ※企画調整課）、

　無償貸与用チャイルドシート購入（50台/1,264千円）



地方創生事業に関する評価調書

基本目標（３） 情報発信強化による施策効果の拡大
　数値目標 純移動（社会増減）の均衡

① 多様な情報発信強化とイメージアップ戦略

■重要事業評価指標（ＫＰＩ） 町への移住相談件数 20 件 (H26 は10 件)

■内　容 多様なツールや多彩なコンテンツにより情報発信力を強化し、町及び町の魅力に

対する認知度の向上と、「素敵な田舎」と言われるようなまちづくりを推進し、「壮

瞥町ファン」→「交流促進」→「移住定住」の流れを創出する。

■事　業 〇ブランドイメージの確立

住んでみたい･訪れてみたいと思わせる仕掛けづくり、

町の特徴とコンセプトの明確化

（特色ある施策・特性・優位性、ご長寿、気候、雪合戦･･･）

〇広報戦略に基づく多彩な情報発信

機能的な町・移住・観光情報ウェブサイトの構築とＳＮＳの活用、

道の駅の見せる・伝える機能の向上と「食」の情報発信強化、

体験移住の仕組みづくり、観光プロモーション事業、など

評価の参考とする実績数値
関連 指標 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 備考

H26: 2,676

① 社会増減（転入出差異） （人） 10 H26: △22

① 年度末住民基本台帳人口 （人） 2,644

H26: 10

① ウェブサイトアクセス数 （件） 197 H26: データなし

① 移住相談件数 （件） 12

H26: 503,587

① 雪合戦来場者数 （人） 26,000 H26: 25,000

① 道の駅来館者数 （人） 533,708



地方創生事業に関する評価調書

平成２７年度事業実績

事業総括・今後の展開等

行政評価委員会等の意見

①

スポーツ雪合戦大会のおもてなしサービス向上 商工観光課 5,000 5,000

　国際雪合戦おもてなし向上事業（wifi環境整備･授乳室･ホームページリニューアルほか）補助（5,000千円）

①

移住交流促進事業 企画調整課 4,999 4,999

　移住情報ホームページ新設（1,500千円）、行政（役場）ホームページリニューアル（3,500千円）

①

観光コンテンツの情報発信力強化、食の資源活用商品化 商工観光課 3,240 3,240

　道の駅の展示機能等の活性化に向けたプラン検討（3,240千円）

（事業内容・実績）

①

外国人誘客促進事業 商工観光課 4,882 4,882

　観光協会ホームページのリニューアル（2,800千円）、

　近隣町･官民で連携した海外（中国･台湾各1回）トップセールス展開（685千円）、

　プロモーションツール（雪合戦キャラクター着ぐるみ）制作補助（1.398千円）

関連
事業名 所管課 事業費 うち交付金

○外国人誘客促進事業　外国人の延べ宿泊者数は近年順調に増加してきているが、町内大型宿泊施設の稼働率がす
でに高い事から、今後大幅な増は見込めない。広域観光圏による新たなターゲットの発掘や、観光資源の磨き上げ等に
より、この数を維持していく。
○移住交流促進事業　H27に行政･移住･観光サイトを新設（リニューアル）。H28はそれらのコンテンツ拡充、来訪者分
析を行うとともに、新たにブランディング事業（官民連携によるブランド塾を新設し、BI/VI制作、画像･映像データ収集な
ど）を展開する。
○観光コンテンツの情報発信力強化、食の資源活用商品化　道の駅来館者数は近年横ばい傾向である。店舗や駐車
場のスペースの問題もあり、秋の収穫シーズンなど集客を逃してしまうここともあるが、魅力的な特産物の品揃えや、観
光情報の充実でその他のシーズンの集客増を図っていく。
○スポーツ雪合戦大会のおもてなしサービス向上　雪合戦のおもてなしサービス向上に取り組み一定の成果を上げて
いる。今後もできるところから徐々に来訪者に喜ばれるサービスを展開し、H30の30回記念大会に向け充実を図りたい。

【個別の施策に対する意見】　○本町の情報発信が活発になることによる効果もでてきている（空き住宅の流
通促進、くだもの村への問合せ急増、など）。町外の方のゆーあいの家や情報館の野菜に対する評価が高
い、またこれらの問合せに対し一歩踏み込んだ積極的な対応も評価の一因であり、今後も継続が必要であ
る。
【施策全般に対する意見（共通記載）】　○総合戦略は25-35年後を見据えた超長期戦略であり、必ずしも現
状の個々の数値に拘らず、総合的な評価が望ましい。現段階では、５年後の到達目標にたどり着けそうかどう
かの感触の評価に重きを置くことになるが、全体の流れとしては良い方向に向かっていると評価する。行政と
民間がうまく連携するきっかけとして交付金を活用し、地方創生を担う人材育成につなげていくことを今後も
期待したい。



地方創生事業に関する評価調書

基本目標（４） 安心・安全、元気に暮らせるまちづくり
　数値目標 平均寿命　男性８２歳、女性９０歳 （H22は男性79.5歳、女性88.4歳）

① 高齢者等が活き活きと暮らせるまちづくり

■重要事業評価指標（ＫＰＩ） 一般高齢者の外出頻度（週４-５日以上） 60％（H26 は56％）

■内　容 多くの高齢者等が安心･安全、元気に暮らせる地域社会を目指し、アクティブな

シニアが地域で活躍する場づくりなど、多面的に事業を行う。

■事　業 〇地域包括ケア体制の充実（地域包括支援センターの機能強化）と

独居高齢者等の生活支援、など

〇軽微な就労機会の開発や生涯学習サポーターの育成による社会参加の促進、

など

② 次期有珠山噴火に備えた体制づくり

■重要事業評価指標（ＫＰＩ） 火山防災普及啓発事業参加者数 400 名

■内　容 本町にとって避けられない次期有珠山噴火災害に備え、火山災害に対する理解促

進や、住民･観光客の生命･生活を守るための体制整備を推進する。

■事　業 〇火山防災普及啓発事業（情報発信施設・ツールの充実、など）

〇防減災対策の充実（避難道路の整備・災害対応用備蓄品の拡充、など）

評価の参考とする実績数値
関連 指標 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 備考

H26: 3,190

① 高齢者事業団稼動延べ人員 （人） 3,034 H26: 2,490

① コミタク町内便延べ利用者数 （人） 3,954

H26: 2,589

② 火山防災事業延べ参加者数 （人） 292 H26:212

① 検診・健診延べ受診者数 （人） 3,180



地方創生事業に関する評価調書

平成２７年度事業実績

事業総括・今後の展開等

行政評価委員会等の意見

○次期有珠山噴火に備えた体制整備事業　火山防災事業延べ参加者数はH26より約40％弱の増加となっているが、
実施時期、参加対象者の拡大等検討しなければ参加者数の増加は見込めないと考える。今後は、参加対象者として、
保育所・小中学校も含めて参加できないか検討し、全町的に火山防災事業の普及啓発を図りたいと考える。

【個別の施策に対する意見】　○防災事業は火山災害に限定せず、今年の台風災害のように多様な自然災
害（台風等）を想定し、ボランティア等による被災者受入体制整備を含め、全町的な取り組みが必要である。
地方創生交付金事業ではないがコミュニティタクシー事業は大いに評価できる。
【施策全般に対する意見（共通記載）】　○総合戦略は25-35年後を見据えた超長期戦略であり、必ずしも現
状の個々の数値に拘らず、総合的な評価が望ましい。現段階では、５年後の到達目標にたどり着けそうかどう
かの感触の評価に重きを置くことになるが、全体の流れとしては良い方向に向かっていると評価する。行政と
民間がうまく連携するきっかけとして交付金を活用し、地方創生を担う人材育成につなげていくことを今後も
期待したい。

所管課 事業費 うち交付金

（事業内容・実績）

②

次期有珠山噴火に備えた体制整備事業 総務課 5,606 4,266

　防災備品の購入（バルーン灯光器・発電機・コンパクトトイレ・ヘルメット・毛布）

　（※再掲　有珠山有珠山噴火写真集作成（4,893千円）、全戸配布）

関連
事業名



地方創生事業に関する評価調書

基本目標（５） 健全・持続的な行財政運営
　数値目標 公共施設の維持管理経費の削減　１０％

① 効率的な行財政運営

■重要事業評価指標（ＫＰＩ） 経常収支比率 80%（H25 は89.3％）

■内　容 行政改革による行政経費の削減と自主財源の確保、広域連携によるスケールメリ

ットを創出する。

■事　業 〇行政改革に基づく収支改善と身の丈に合った財政運営

〇西いぶり定住自立圏構想、洞爺湖有珠山ジオパークなど広域連携の推進、

〇「生涯活躍のまち（日本版CCRC）」構想の実現に向けた調査検討、など

② 公共施設マネジメントの強化

■重要事業評価指標（ＫＰＩ） 町公共施設有効活用計画に基づく公共施設多機能化事業

の執行率 80%

■内　容 公共施設マネジメントを着実に推進し、総量の圧縮、施設の長寿命化･多機能拠点

化など、効率的、効果的な公共施設の維持、管理、運営を図る。

■事　業 〇公共施設有効活用計画等に基づく公共施設再編、小さな拠点整備、など

評価の参考とする実績数値
関連 指標 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 備考

H26: 69

① 経常収支比率 （％） 83.8 H26: 88.2

① 施設維持補修費 （百万円） 77



地方創生事業に関する評価調書

平成２７年度事業実績

事業総括・今後の展開等

行政評価委員会等の意見

②

小さな拠点整備事業 住民福祉課 972 972

　H28に予定している保健センター改修･機能再編工事の前段で行う実施設計（972千円）

関連
事業名 所管課 事業費 うち交付金

（事業内容・実績）

○事業全般　公共施設の維持補修費については、施設の老朽化に伴い増加傾向にあるが公共施設マネジメントを着実
に推進し、できる限り削減していきたい。H27の経常収支比率については、目標数値に近づいたものの本町の歳入は普
通交付税に依存しており、普通交付税が減額された場合数値の悪化に直結するため行政改革による行政経費の削減
と自主財源の確保に努めるとともに、普通交付税の動向について注視していきたい。

【施策全般に対する意見（共通記載）】　○総合戦略は25-35年後を見据えた超長期戦略であり、必ずしも現
状の個々の数値に拘らず、総合的な評価が望ましい。現段階では、５年後の到達目標にたどり着けそうかどう
かの感触の評価に重きを置くことになるが、全体の流れとしては良い方向に向かっていると評価する。行政と
民間がうまく連携するきっかけとして交付金を活用し、地方創生を担う人材育成につなげていくことを今後も
期待したい。


